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I. はじめに 

2025 年 12 ⽉ 15 ⽇、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」という。）は、「温室
効果ガス排出の開⽰に対する改正案」として、次の 3 つのサステナビリティ開⽰ユニバー
サル基準及びサステナビリティ開⽰テーマ別基準の公開草案を公表した（以下「本公開草
案」という。）1。コメント期限は 2026 年 1 ⽉ 28 ⽇である。 

 サステナビリティ開⽰ユニバーサル基準公開草案第 3 号（サステナビリティ開⽰ユ
ニバーサル基準の改正案） 
「サステナビリティ開⽰基準の適⽤（案）」（以下「適⽤基準改正案」という。） 

 サステナビリティ開⽰テーマ別基準公開草案第 4 号（サステナビリティ開⽰テーマ
別基準第 1 号の改正案） 
「⼀般開⽰基準（案）」（以下「⼀般基準改正案」という。） 

 サステナビリティ開⽰テーマ別基準公開草案第 5 号（サステナビリティ開⽰テーマ
別基準第 2 号の改正案） 
「気候関連開⽰基準（案）」（以下「気候基準改正案」という。） 

本稿では、本公開草案の概要について解説する。なお、⽂中の意⾒にわたる部分は筆者
の私⾒であり、SSBJ の公式⾒解ではないことをあらかじめお断りしておく。 

II. 本公開草案の公表の経緯 

2025 年 4 ⽉ 28 ⽇に、国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）から
公開草案「温室効果ガス排出の開⽰に対する修正―IFRS S2 号の修正案」（以下「ISSB の
公開草案」という。）が公表された。ISSB の公開草案は、2023 年 6 ⽉に公表された IFRS 
S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開⽰に関する全般的要求事項」（以下「IFRS S1
号」という。）及び IFRS S2 号「気候関連開⽰」（以下「IFRS S2 号」という。）の適⽤

 
1 https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2025/2025-1215.html 
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を⽀援するための活動を通じて識別された課題に対応するための取組みの⼀環として公表
されたものである。その後、ISSB より、2025 年 12 ⽉ 11 ⽇に、「温室効果ガス排出の開
⽰に対する修正―IFRS S2 号の修正」（以下「2025 年公表の IFRS S2 号の修正」という。）
が公表された。 

2025 年公表の IFRS S2 号の修正は、次の 4 つの点について、IFRS S2 号の要求事項を修
正し、容認規定を追加するか、既存の容認規定を明確化するものとなっている。 

 スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開⽰ 

 ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開⽰における「世界産業分
類基準」（以下「GICS」という。）の使⽤ 

 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「GHG プ
ロトコル（2004 年）」という。）とは異なる測定⽅法の使⽤ 

 使⽤する地球温暖化係数（GWP） 

SSBJ は、ISSB により IFRS サステナビリティ開⽰基準（以下「ISSB 基準」という。）
が新規に公表される⼜は既存の ISSB 基準が改訂される場合に関する適⽤基準 BC19 項(1)
に記載の基準公表後の対応⽅針を踏まえて、2025 年 8 ⽉ 18 ⽇開催の第 56 回サステナビリ
ティ基準委員会において、ISSB の公開草案において提案された修正に対応するサステナビ
リティ開⽰基準（以下「SSBJ 基準」という。）の取扱いを検討するプロジェクトを開始す
ることを決定した。 

プロジェクトを進めるにあたって、SSBJ は、2027 年 3 ⽉期の期⾸から SSBJ 基準の適⽤
を開始する企業のニーズを考慮し、2026 年 3 ⽉末までに改正が確定するように検討を進め
ることを⽬標としている。このため、SSBJ では、本公開草案を作成するにあたり、ISSBの
公開草案の内容、及び再審議に⽤いられた資料の内容など、その時点までに⼊⼿可能な公
開情報に基づき審議し、2025 年 12 ⽉ 11 ⽇開催の第 60 回サステナビリティ基準委員会に
おいて、本公開草案の公表議決を⾏った。 

III. 本公開草案の概要 

本公開草案では、主に、次の論点に関する気候基準の改正を提案している。 

 スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開⽰ 

 ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開⽰ 

 「GHG プロトコル（2004 年）」の使⽤に対する法域別の救済措置 

 地球温暖化係数についての法域別の救済措置 
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また、2025 年公表の IFRS S2 号の修正に伴い、「『温室効果ガス排出の開⽰に対する修
正』と整合した結果的修正―『SASB スタンダード』に対する修正」（以下「2025 年公表
の『SASB スタンダード』の修正」という。）が公表され、⼀部の産業の「SASB スタンダ
ード」について、2025 年公表の IFRS S2 号の修正に伴う結果的修正がなされている。これ
を受け、適⽤基準で参照する「SASB スタンダード」を最新のものに更新することを提案
している。 

本公開草案は、「原則として ISSB 基準の要求事項をすべて取り⼊れる」とする基本的な
⽅針（適⽤基準 BC16 項(1)）に基づいて、2025 年公表の IFRS S2 号の修正を受けた SSBJ
基準の改正について審議した結果を公表するものである。本公開草案において、ISSB 基準
の要求事項に代えて企業が適⽤を選択することができるSSBJ基準に追加した選択肢やISSB
基準に含まれない追加的な定めとなる提案は含まれていない。 

加えて、本公開草案では、仮に検討の結果として SSBJ 基準を改正する場合には、SSBJ
基準の初めての改正になることを踏まえ、気候基準改正案、適⽤基準改正案及び⼀般基準
改正案のそれぞれについて、必要と考えられる⽂⾔の修正を提案している。 

1. スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開⽰ 

（2025 年公表の IFRS S2 号の修正） 

2023 年公表の IFRS S2 号は、スコープ 3 カテゴリー15（投資）の温室効果ガス排出の絶
対総量の測定及び開⽰にあたり、特定の⾦融活動の種類や資産クラスを明⽰的に除外して
いなかった。⼀⽅、2023 年公表の IFRS S2 号の「結論の根拠」では、測定の⽅法論が確⽴
されていないことを理由にファシリテーションに係る排出及びデリバティブに帰属する排
出を除外することとしたとされていた。このため、ISSB が測定の⽅法論が確⽴されていな
いと認めた⾦融活動の種類や資産クラスについて、スコープ 3 カテゴリー15（投資）とし
て開⽰する範囲に含まれるかどうかが不明瞭であるとされていた。 

このような適⽤上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、ファイ
ナンスド・エミッション以外のスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開
⽰を除外することができるとする容認規定が追加されている。また、当該容認規定に関連
する追加的な開⽰要求が導⼊されている。 

（本公開草案の提案） 

気候基準改正案では、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定め
となるように気候基準を改正することを提案している。具体的な提案内容は、次のとおり
である。 
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スコープ 3 カテゴリー15（投資）の範囲 

スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を測定し開⽰するにあたり、ファイナンス
ド・エミッション以外の温室効果ガス排出について、カテゴリー15 から除外することがで
きるとする定めを追加することを提案している（気候基準改正案第 56-2 項）。この点、本
公開草案では、「ファイナンスド・エミッション」の定義を改正し、スコープ 3 カテゴリ
ー15 の全部⼜は⼀部を構成するものであることを明確にすることを提案している（気候基
準改正案第 6 項(14)及び第 57 項）。スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出につい
て要求される開⽰をファイナンスド・エミッションに限定した場合、ファシリテーション
に係る排出や保険に関連する排出などの他の種類のカテゴリー15 の排出を除外することに
なると考えられる（気候基準改正案 BC149-3 項）。 

また、スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出に含めることとした⾦融活動に関連
するデリバティブについて、当該デリバティブに係る温室効果ガス排出をカテゴリー15 か
ら除外することができるとする定めを追加することを提案している（気候基準改正案第
56-2 項また書き）。 

【図表 1】 スコープ 3 カテゴリー15 の範囲 

 

除外した⾦融活動についての開⽰ 

ファイナンスド・エミッション以外の温室効果ガス排出をカテゴリー15 から除外するこ
とができるとすることに関連して、カテゴリー15 から除外することとした温室効果ガス排
出に関連する⾦融活動についての説明を求める定めを追加することを提案している（気候
基準改正案第 56-3 項）。また、除外したデリバティブに関連する⾦融活動及び何をデリバ
ティブとして扱ったかについての説明を求めることを提案している（気候基準改正案第
56-3 項また書き）。 

  

(出典) SSBJ事務局作成
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ファイナンスド・エミッションの⼩計 

気候基準第 55 項では、スコープ 3 温室効果ガス排出について、カテゴリー別に分解して
開⽰しなければならないとしている。本公開草案では、カテゴリー別の開⽰に加えて、カ
テゴリー15 の温室効果ガス排出の開⽰に含めたファイナンスド・エミッションの合計を⼩
計として開⽰することを提案している（気候基準改正案第 56-4 項）。 

2. ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開⽰ 

（2025 年公表の IFRS S2 号の修正） 

IFRS S2 号は、商業銀⾏⼜は保険に関連する⾦融活動を⾏う企業に対し、ファイナンス
ド・エミッションに関する追加的な情報について産業別に開⽰することを要求している。
2023 年公表の IFRS S2 号では、産業別の開⽰にあたって産業分類システムとして GICS を
⽤いることを要求していた。しかし、法域によっては GICS 以外の産業分類システムの使
⽤を要求されている場合があり、重複した報告となる可能性があるとされていた。また、
GICS を⽤いる場合、ライセンス契約を締結しなければならず、追加のコストが発⽣する場
合があるとされていた。 

このような適⽤上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号では、ファイナンス
ド・エミッションに関する追加的な情報の開⽰において、産業別に分解する際に⽤いる産
業分類システムとして GICS を⽤いなければならないとする要求事項が削除され、有⽤な
情報をもたらす⽅法で、投資先⼜は相⼿⽅を産業別に分類することができる産業分類シス
テムを選択するとの要求事項に修正された。 

（本公開草案の提案） 

気候基準改正案では、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定め
となるように気候基準を改正することを提案している。具体的な提案内容は、次のとおり
である。 

産業分類システムの選択 

商業銀⾏⼜は保険に関する活動を⾏う企業が、ファイナンスド・エミッションの絶対総
量及びグロス・エクスポージャーを産業別に分解するにあたって、GICS を⽤いなければな
らないとする要求事項を削除し、気候関連の移⾏リスクに対するエクスポージャーを理解
するうえで有⽤な情報をもたらす⽅法で相⼿⽅を産業別に分類することができる産業分類
システムを⽤いるとの要求事項に修正することを提案している（気候基準改正案 C5 項(1)
②、C5 項(2)①、C5 項(5)、C6 項(1)②、C6 項(2)①及び C6 項(5)）。 

産業分類システムの選択にあたり、他のすべての条件が同じであれば、⼀般的に⽤いら
れている産業分類システムを選択することを優先しなければならないことを提案している
（気候基準改正案 C5 項(5)及び C6 項(5)）。この点、2025 年公表の IFRS S2 号の修正にお
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いて、同じ産業や同じ法域で事業を営んでいる企業など、他の企業によって⼀般的に⽤い
られているシステムは、企業固有のシステムよりも、情報の⽐較可能性を⾼める可能性が
あるとされていることを背景としている（気候基準改正案 BC166-2 項）。 

また、商業銀⾏に関する活動及び保険に関する活動の両⽅を⾏う企業は、商業銀⾏に関
する活動と保険に関する活動とで異なる産業分類システムを⽤いることができることを明
確化することも提案している（気候基準改正案 C5 項(5)なお書き及び C6 項(5)なお書き）。 

選択した産業分類システムに関する開⽰ 

産業別の分解のために⽤いる産業分類システムについて、次の事項についての開⽰を求
める定めを追加することを提案している（気候基準改正案 C5 項(6)及び C6 項(6)）。 

(1) 選択した産業分類システム 

(2) 産業分類システムの選択が C5 項(5)及び C6 項(5)の定めをどのように満たしている
のかを理解するための情報 

当⾯の取扱いの削除 

GICS を⽤いて産業別に分解した情報を開⽰するとする定めを削除することに伴い、
ISSB 基準の要求事項に代えて企業が適⽤を選択することができる SSBJ 基準に追加した選
択肢である、GICS を⽤いて産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及
びグロス・エクスポージャーに関する情報について、当⾯の間、開⽰しないことができる
とする定め（気候基準 C7 項及び C8 項）について、削除することとしている（気候基準改
正案 BC166-4 項）。 

3. 「GHG プロトコル（2004 年）」の使⽤に対する法域別の救済措置 

（2025 年公表の IFRS S2 号の修正） 

2023 年公表の IFRS S2 号では、法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、企業の温室効
果ガス排出を測定するうえで「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる⽅法を⽤いるこ
とを要求している場合、その異なる⽅法を⽤いることができるとの容認規定を定めていた
が、この容認規定の適⽤範囲が明確ではないとされていた。具体的には、企業の⼀部に対
してのみ、適⽤できるかどうかが明確ではないとされていた。 

このような適⽤上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号では、法域の当局⼜
は企業が上場する取引所が、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる⽅法を⽤いるこ
とを要求している場合、その異なる⽅法を⽤いることができるとの容認規定は、報告企業
全体のみならず、グループ内の⼀部の企業にも適⽤可能であることが明確化されている。 
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（本公開草案の提案） 

気候基準改正案では、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定め
となるように気候基準を改正することを提案している（気候基準改正案第 49 項ただし書
き）。 

気候基準第 49 項ただし書き及び第 62 項は、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異な
る⽅法が企業の全部⼜は⼀部に適⽤されることを想定した定めとなっており、2025 年公表
の IFRS S2 号の修正における要求事項と既に整合した定めであると考えられる。ただし、
基準の明確化の観点から、本公開草案では、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求
事項の表現と同様の表現を⽤いて、気候基準第 49 号ただし書きの⽂⾔を変更することを提
案している（気候基準改正案 BC130-2 項）。 

この点、我が国の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という。）
における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」という。）
に基づく温室効果ガス排出量の報告は、「法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、温室
効果ガス排出を測定するうえで異なる⽅法を⽤いることを要求している場合」に該当する
と考えられる（気候基準 BC125 項）。本公開草案の提案により、温対法が報告企業全体に
適⽤されている必要はないことが明確になると考えられる。 

【図表 2】 温室効果ガス排出の測定⽅法 

 

4. 地球温暖化係数についての法域の救済措置 

（2025 年公表の IFRS S2 号の修正） 

2023 年公表の IFRS S2 号では、7 種類の温室効果ガスを CO2 相当量に変換するにあた
り、報告⽇時点で利⽤可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価に
おける、100 年の時間軸に基づく地球温暖化係数（以下「GWP」という。）を⽤いて CO2

相当量に変換することを要求していた。 

親会社

⼦会社 ⼦会社
GHGプロトコル（2004年）

報告企業

法域の当局⼜は企業が上場する
取引所が要求している測定⽅法

（温対法におけるSHK制度など）

GHGプロトコル（2004年）

(出典) SSBJ事務局作成
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しかし、法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、最新の GWP（本稿執筆時点では、第
6 次評価報告書（AR6）に基づく GWP）とは異なる GWP（例えば、第 5 次評価報告書
（AR5）に基づく GWP）を⽤いることを要求していることがあり、最新の GWP により計
算することが求められる場合には煩雑になることが指摘されていた。 

このような適⽤上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号では、温室効果ガス
を CO2 相当量に変換するにあたり、法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、企業の全部
⼜は⼀部について、最新の GWP とは異なる GWP を⽤いることを要求している場合、当
該 GWP を⽤いることができることとされた。 

（本公開草案の提案） 

気候基準改正案では、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定め
となるように気候基準を改正することを提案している（気候基準改正案第 66 項ただし書き
及び第 68 項ただし書き）。 

この点、我が国の温対法における SHK 制度に基づく温室効果ガス排出量の報告にて⽤い
られる地球温暖化係数は、「法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、7 種類の温室効果
ガスを CO2 相当量に変換するうえで異なる地球温暖化係数を⽤いることを企業の全部⼜は
⼀部に対して要求している場合」の地球温暖化係数に該当すると考えられる（気候基準改
正案 BC172-3 項）。本公開草案により、温対法における SHK 制度に基づく報告を⾏う企
業が、排出量算定において同じような計算を⼆度⾏うなどのコストを避けることできるよ
うになると考えられる。 

【図表 3】 地球温暖化係数 

 

  

親会社

⼦会社 ⼦会社

報告企業

最新のIPCC評価における地
球温暖化係数（現時点では
AR6に基づくもの）

(出典) SSBJ事務局作成

最新のIPCC評価における
地球温暖化係数（現時点
ではAR6に基づくもの）

法域の当局⼜は企業が上場する
取引所が要求している地球温暖
化係数（温対法におけるSHK制
度（AR5相当）など）
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5. 適⽤基準で参照する「SASB スタンダード」のバージョン 

（2025 年公表の「SASB スタンダード」の修正） 

IFRS S2 号の修正に伴い、2025 年公表の「SASB スタンダード」の修正が公表され、⼀
部の産業の「SASB スタンダード」について、IFRS S2 号の修正に伴う結果的修正がなされ
ている。2025 年公表の「SASB スタンダード」の修正の内容は、次のとおりである。 

(1) 「資産運⽤及び管理業務」、「商業銀⾏」及び「保険」の「SASB スタンダード」
において、2025 年公表の IFRS S2 号の「ファイナンスド・エミッション」の定義を
相互参照する。ファイナンスド・エミッションの情報の開⽰にあたり、デリバティ
ブに帰属する温室効果ガス排出を除外することができる旨を明確化する。また、当
該救済措置の適⽤にあたり、何をデリバティブとして扱ったかの説明の開⽰を求め
る。 

(2) 「商業銀⾏」及び「保険」の「SASB スタンダード」において、GICS の使⽤に関す
る定めである IFRS S2 号 B62 項及び B63 項への相互参照について、2025 年公表の
IFRS S2 号における項番への参照に修正する。 

2025 年公表の「SASB スタンダード」の修正の発効⽇は、IFRS S2 号の修正と整合する
ものとなっており、2027 年 1 ⽉ 1 ⽇以後開始する年次報告期間から適⽤することが要求さ
れ、早期適⽤が認められている。 

（本公開草案の提案） 

2025 年公表の「SASB スタンダード」の修正を受け、適⽤基準で参照する「SASB スタ
ンダード」を最新のものに更新することを提案している（適⽤基準改正案第 4 項(11)、第
41 項、第 42 項、第 52 項及び第 53 項）。具体的には、参照する「SASB スタンダード」を
2023 年 12 ⽉最終改訂から 2025 年 12 ⽉最終改訂のものに更新することを提案している。
適⽤基準改正案の適⽤時期については、後述の SSBJ 基準の初めての改正にあたって必要と
考えられる変更を参照されたい。 

6. 適⽤時期等 

（適⽤時期） 

気候基準改正案は、2027 年 1 ⽉ 1 ⽇以後開始する年次報告期間に係る気候関連開⽰から
適⽤することを提案している。ただし、IFRS S2 号の修正の公表⽇である 2025 年 12 ⽉ 11
⽇以後終了する年次報告期間に係る気候関連開⽰について、早期適⽤を認めることを提案
している（気候基準改正案第 101-2 項）。 

適⽤時期について、変更に備えるための⼗分な時間を確保すること、及び、SSBJ 基準と
ISSB 基準に同時に準拠した開⽰を⾏う企業ニーズを考慮し、2025 年公表の IFRS S2 号の
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修正において定められている発効⽇と整合的に、2027 年 1 ⽉ 1 ⽇以後開始する年次報告期
間からの適⽤とすることを提案している（気候基準改正案 BC220-2 項）。 

早期適⽤について、気候基準改正案での提案により対処される課題の多くは、SSBJ が
SSBJ 基準を開発する際に識別していた論点に関するものであり、改正をより早く適⽤する
企業のニーズがあると考えられるため、早期適⽤を認めることを提案している（気候基準
改正案 BC220-3 項）。また、ISSB 基準との同時準拠を望む企業において、改正基準の公
表前に終了する年次報告期間であっても、2025 年公表の IFRS S2 号の修正を早期適⽤する
ニーズがあることを考慮し、気候基準改正案の確定公表前に終了する年次報告期間につい
て、早期適⽤を認めることを提案している（気候基準改正案 BC220-4 項）。 

【図表 4】 決算期別の適⽤時期 

 

（経過措置） 

気候基準改正案を適⽤する最初の年次報告期間において、実務上不可能である場合を除
き、次のとおり⽐較情報の更新を求める経過措置を追加することを提案している（気候基
準改正案第 104-2 項及び第 105-2 項）。 

(1) 「GHG プロトコル（2004 年）」の使⽤に関する法域の救済措置を適⽤することを
選択した場合、⼜は地球温暖化係数の使⽤に関する法域の救済措置を適⽤すること
を選択した場合、前報告期間当該⽅法を⽤いて測定していたものとして、前報告期
間に開⽰した温室効果ガス排出を更新することを提案 

(2) 前報告期間にスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を開⽰していた場合、前
報告期間に気候基準改正案第 56-4 項の定めを適⽤していたものとしてファイナンス
ド・エミッションの⼩計を開⽰することを提案 

(3) 前報告期間にファイナンスド・エミッションの情報を産業別に分解して開⽰してい
た場合、気候基準改正案 C5 項(5)⼜は C6 項(5)の定めを適⽤して選択された産業分
類システムを⽤いて、前報告期間の情報を分解することを提案 

202720262025
7-94-61-310-127-94-61-310-12

IFRS S2号の
修正の公表⽇

(2025/12/11)

3⽉決算企業
における適⽤時期

改正SSBJ基準
の公表(⽬標)

2025年12⽉11⽇以後終了する
年次報告期間について早期適⽤可能 適⽤開始

2025年12⽉11⽇以後終了する
年次報告期間について早期適⽤可能 適⽤開始

12⽉決算企業
における適⽤時期
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7. SSBJ 基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更 

本公開草案は、2025 年 3 ⽉の我が国最初の SSBJ 基準の公表後、初めての SSBJ 基準の改
正を提案するものとなる。本公開草案では、適⽤基準改正案及び⼀般基準改正案における
適⽤時期の定めに関する提案を含め、SSBJ 基準の改正にあたって必要と考えられる改正を
提案している。具体的には、次の提案が含まれている。 

（適⽤時期等の定めについての変更） 

適⽤時期等に関する定めについて本公開草案で提案している内容は、図表 5 のとおりで
ある。 

【図表 5】 適⽤時期等の定めについての変更の提案 

 

（SSBJ 基準の改正にあたり検討が必要となるその他の変更） 

今般、SSBJ 基準を初めて改正するにあたり、現⾏の SSBJ 基準において、基準の内容の
変更の有無に関わらず基準の改正⼜は修正の必要性が⽣じる可能性がある記載について検
討し、今後の SSBJ 基準の円滑な維持管理を可能にする観点から、記載の修正を提案してい
る。 

修正を提案している主な項⽬は、次のとおりである。これらの修正は、基準の内容を変
更するものではない。 

(1) 適⽤基準における定義（「サステナビリティ開⽰基準」（適⽤基準第 4 項(9)）及び
「IFRS サステナビリティ開⽰基準」（適⽤基準第 4 項(10)）にて基準を列挙した記
載の変更を提案 

提案の理由改正案現⾏の定め
SSBJ開⽰基準のすべての定めを⼀体と
して適⽤しなければならないことを明確
化する
（適⽤改正案BC169-3項、⼀般改正案BC63-3項、
気候改正案BC220-5項）

SSBJ基準のすべての定めを
適⽤しなければならない
（適⽤改正案91項、⼀般改正案40項、
気候改正案100項）

適⽤基準、⼀般基準、及び
気候基準は同時に適⽤しな
ければならない
（適⽤91項、⼀般40項及び気候
100項）

2025年基準の適⽤時期に関する定め
であることを明確にする
（適⽤改正案BC169-3項、⼀般改正案BC63-3項、
気基改正案BC220-5項）

2025年に公表された本基準
は、公表⽇である 2025年3
⽉5⽇以後終了する年次報
告期間に係るサステナビリティ
関連財務開⽰から適⽤する
（適⽤改正案92項、⼀般改正案41項
及び気候改正案101項）

本基準は、公表⽇以後終
了する年次報告期間に係る
サステナビリティ財務関連開
⽰から適⽤することができる
（適⽤92項、⼀般41項及び気候
101項）

・20XX年改正の改正適⽤基準は、
2025年公表の「SASBスタンダード」の
修正への対応である
・20XX年改正の改正⼀般基準は、
20XX年改正の改正気候基準にあわせ
た修正である
（適⽤改正案BC169-2項、⼀般改正案BC63-2
項）

20XX年改正の改正適⽤基
準及び20XX年改正の改正
⼀般基準の適⽤時期は、
20XX年改正の改正気候基
準の適⽤時期と同様とする
（適⽤改正案92-2項、⼀般改正案
41-2項）

（該当なし）
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(2) 適⽤基準内で参照している ISSB や IFRS 財団等が公表する⽂書における団体名の記
載の削除を提案 

(3) 「IFRS S2 号の適⽤に関する産業別ガイダンス」の公表⽇の記載⽅法の変更を提案 

IV. 改正基準公表後の対応 

SSBJ では、本公開草案が改正基準として確定した場合、SSBJ が公表している「SSBJ 基
準と ISSB 基準の項番対照表」及び「補⾜⽂書」について、確定した内容と整合させるため
の必要な更新を⾏うことを予定している。 

また、公益財団法⼈財務会計基準機構（FASF）及び IFRS 財団が連名で公表している
「SSBJ 基準と ISSB 基準の差異の⼀覧」についても、必要な更新を⾏う予定である。 

さらに、SSBJ 事務局が公表している SSBJ ハンドブックについても、必要に応じて、
SSBJ 事務局により、内容が更新される予定である。 

なお、本公開草案には、上述した⽂書の内容の更新に関する事項は含まれていない。 

V. むすびに代えて 

本公開草案のコメント期限は 2026 年 1 ⽉ 28 ⽇である。SSBJ は、本公開草案に対して寄
せられたコメントを踏まえ再審議を⾏った後、2026 年 3 ⽉末までに SSBJ 基準の改正を公
表する予定である。 

以 上 


